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ロゴマークに込めた想い

長野県企業局は、皆様に支えられ、
おかげさまで60周年を迎えました。
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　皆様とともに、60年の歴史のその先の未来へ

長野県企業局（以下「企業局」という。）は、昭和36（1961）年４月に誕生しました。

その３年前の昭和33（1958）年４月に発足した長野県電気部を改組した企業局には、電

気事業とともに、当時は、全国的にも例のなかった住宅事業、用地開発事業が加えられ、そ

の後、有料道路事業、観光施設事業、ガス事業、水道事業をさらに加えて経営することにより、

その時々の県政の喫緊の課題に対応してまいりました。

以降、時代の変遷とともに、所期の目的を達成した事業については、知事部局、市町村等

に移管するなどにより、平成20（2008）年度からは、電気事業と水道事業を経営するに至り、

長野県の豊かな水資源を活用しつつ、住民生活に最も身近なライフラインである電気と水道

水の安定的な供給のために、職員一人ひとりが日夜取り組んでいるところです。

現在、この電気事業とともに、水道事業として末端給水事業と用水供給事業の２事業を所

管する都道府県の地方公営企業は、全国的にも稀な存在となっています。

私たち企業局は、誕生からこれまでの60年間の歴史を見ても、常に進取の精神で、地域

の皆様や国、市町村等の関係機関の皆様などの、多くの皆様に支えられながら、地方公営企

業法に定める「経済性の発揮」と「公共の福祉の増進」を経営の基本原則としつつ、その時代、

その時代の新たな課題に対応してまいりました。

そうした中で、新しい時代を迎え、人口減少、気候変動、脱炭素化の潮流、第４次産業革

命の進展、超スマート社会の到来等に加え、新型コロナウイルスの感染拡大により激動する

経営環境の中、地方の疲弊、人材不足、施設の老朽化等の諸課題も抱えて、企業局は、荒波

にもまれる小さな舟のような存在ではあります。

しかしながら、企業局は、たとえ荒波にもまれる小さな舟であるとしても、県民の豊かな

暮らしの実現に向けて、志を高く帆を掲げ、いかなる難題にも果敢に挑戦していかなければ

なりません。

そのためには、まさに今この時に、長野県の、地域の、私たちの未来を見据えた新たな羅

針盤が必要になると考え、平成27（2015）年度に策定した「経営戦略」を全面的に見直し

て改定したものが、この新しい「経営戦略」です。

今回の改定は、令和元（2019）年度に着手しましたが、令和元年東日本台風の襲来、脱

炭素社会に向けた国内外における潮流の顕在化と、新型コロナウイルスの感染拡大等への対

応から得られた教訓を反映するため、２年の歳月を要することとなりました。

この間、ご支援、ご協力いただいたすべての皆様に、改めて厚くお礼を申し上げます。

この新しい「経営戦略」のもとで、企業局職員一人ひとりが、「水の恵みを未来へつなぐ」

を心に刻みつつ、県民のために、地域のために、一体となって取り組んでまいりますので、

今後とも、皆様のご支援、ご協力をお願い申し上げます。

令和３（2021）年３月

長野県公営企業管理者 　　　　　　　　　　
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